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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B2
職員海外派遣研修等事業 総務費 人事管理費 職員人事管理費

地方公務員法第３９条 宣言項目   

分野施策   

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

　（県１０／１０）

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 △7,798 △7,798 3,824

現計額 11,622 11,622

平成30年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

総務管
理費

事 業
期 間

平成23年度～ 根 拠
法 令

　職員に幅広い視野と高度な専門能力を身に付けさせ、
グローバル化する行政環境に的確に対応できる柔軟な発
想と実行力のある職員の養成を図るため、海外に職員を
派遣する。
　また、職員の自主的な能力開発の推進及び職務遂行能
力の向上を図るとともに、県政の運営に関する高度な専
門知識と幅広い視野を有する職員を育成するため、勤務
時間外に大学院で修学する職員に対する入学料及び授業
料の一部を補助する。

海外派遣者数の変更による減額
（１）職員海外派遣研修事業　△7,798千円　　　

（１）事業内容
　　ア　職員海外派遣研修事業　　10,122千円
　　イ　自己啓発修学支援事業　　 1,500千円

（２）事業計画
　　ア　職員海外派遣研修事業
　　　海外団体等派遣　　　　２名
　　イ　自己啓発修学支援事業
　　　大学院（夜間・休日）　５名

（３）事業効果
　　グローバル化する行政環境に的確に対応できる柔軟な発想と実行力のある職員及び県政の運営に関する高度な専門知
　識と幅広い視野を有する職員を育成し、県政の適正かつ効率的な運営に資する。

（４）変更点
　　職員海外派遣研修事業の歳入から、自治体国際化協会（クレア）からの助成金を削除（派遣１年目は東京本部勤務で
　助成対象外）

（５）補正予算の概要
　　職員海外派遣研修事業における海外派遣者数の変更（２名→１名）による減額

・普通交付税（包括算定経費）２総務費（２）人事管理
　費
・（１）のみ　特別交付税　総務大臣が調査した額×
　０．８×財政力補正

　9,500千円×0.2人＝1,900千円

　組織の新設、改廃及び増員　なし

補正後の
予算額

― 総務部 B2 ―
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